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第２章　生活支援に関する施策等

自立を促進するための
経済的支援策等
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第３章　　  自立を促進するための経済的支援策等

児童扶養手当制度については、離婚時における生活の激変を緩和するための給付として適切な運
用に努めていくとともに、母子家庭の自立の促進に一層寄与するよう、児童扶養手当の申請・相談受
付時や児童扶養手当の現況届の際にあわせて就労支援事業等の内容を母子家庭の母に周知するこ
とについて、地方公共団体に対し助言していく。
また、平成20（2008）年４月施行予定の児童扶養手当の一部支給停止措置については、今後、①
一部支給停止の対象外とする者の範囲、②支給停止する額について、全国母子世帯等調査等の結
果、平成14（2002）年の母子及び寡婦福祉法等の改正時の附帯決議の趣旨を踏まえ、検討を進め
る。

母子家庭の母の経済的自立を支援するとともに生活意欲を促進し、その扶養している児童の福祉
を増進するため、平成19（2007）年度においても引き続き、母子福祉資金貸付金の適切な貸付けを
実施していく。特に、平成19（2007）年度には、新たに、医療介護資金の医療分の貸付限度額につ
いて、一般分については31万円から34万円に、特別分については45万円から48万円にそれぞれ引き
上げる。
なお、看護師等の資格取得を支援するため、高等技能訓練促進費の受給に加えて、無利子の生
活資金及び技能習得資金の利用が可能であることについて、周知を図っていく。

平成19（2007）年度に、養育費に関する情報提供、母子家庭等就業・自立支援センターで受け付
けた困難事例への支援や、養育費相談に応じる人材の養成のための研修等を行う「養育費相談支
援センター」を創設することとしている（図表３－１－１）。
あわせて、養育費の取得率の向上を図るため、平成19（2007）年10月から、母子家庭等就業・自
立支援センターに養育費専門の相談員を配置することとしている。
これら養育費の確保策により、母子家庭の母が児童の養育費をその父親等から確保できるよう支
援していく。

１　 児童扶養手当

２　 母子福祉資金貸付金

３　 養育費の確保策
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図表３－１－１  　　養育費相談支援センターの事業概要　

●リーフレット等による情報提供
●養育費取決めや支払の履行・強制執行に関する相
談・調整等の支援

●母子家庭等への講習会の開催

〈委託事業〉
●各種手続について分かりやすい情報提供
　→ホームページ上で全国発信、パンフレットの
作成

●全国の自治体等において養育費相談にあたる
人材養成のためのプログラム作成と研修会の
実施

●各地の相談機関の業務支援（困難事例への
支援）

●母子家庭等に対する電話・メール相談

《目指すべき方向》
●養育費の取決め率、受給率
の増

●ひとり親家庭の生活の安定
●ひとり親家庭で育つ子ども
の健やかな健康

《趣旨》
●夜間・休日を含め利用しやすく、簡易・迅速な養育費の取決めや確保を
サポートする相談機関の確保を図る。
●国においては、相談担当者の養成と各地の相談機関の業務支援を
行う。

養育費相談支援センター 母子家庭等就業・自立支援センター

委託・実施民間団体に委託

《スキーム》

国 地方公共団体

研修・サポート

困難事例の相談


